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　In cases where a mentally disabled person is not liable due to the lack of capacity 
to assume liability (Civil Code § 713), a person obligated to supervise him shall be 
liable to compensate for damages that he has inﬂicted on a third party (Civil Code 
§ 714 (1)), but because of the revision of Civil Code and Act for the Mental Health 
and Welfare of the Person with Mental Disorders in 1999, none falls under category 
of “a person obligated to supervise a mentally disabled person without capacity to 
assume liability.” Therefore this article analyzes the decisions on JR Tokai Incident 
in which a demented old man has inﬂicted damages and precedents on incidents by 
a mentally disabled person without capacity to assume liability and presents a new 
framework of liability of close relatives for him.　
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者（民法 820 条）、親権代行者（民法 833、867 条）、未成年後見人（民
法 857 条）、児童福祉施設の長（児童福祉法 47 条）が挙げられる。3
　以前は、禁治産者の法定監督義務者として、後見人（民法 858 条）が、
精神障害者については、精神保健福祉法の保護者（精神保健法平成 5 年
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あるいは、親権者、後見人が、家族共同体で、責任無能力者を監督し、
その責任を負うことに適任でない場合は、事実上の家長（世帯主）が、





















　3.1  最高裁昭和 58 年判決以前
　①　高知地裁昭和 47 年 10 月 13 日判決 10
　統合失調症の発作により、心神喪失状況にあった A が、X を殺害し
たことについて、A の父親である Y に対し、X の妻が損害賠償請求を
なした。











　②　福岡地裁昭和 57 年 3 月 12 日判決 11
　統合失調症による 2 回の入退院後、完治しないまま通院加療を打ち
切った A が、心神喪失状態で X を殺害したことについて、X の両親から、
A の父親である Y に対して損害賠償請求がなされた。
　精神衛生法 20 条 2 項 4 号の選任手続きにより保護義務者となった者
は、民法 714 条 1 項の法定監督義務者に該当するとしたうえ、責任無能
力者を事実上世話している者が、選任手続きをとっていないことから法





は、民法 714 条 2 項の代理監督者として、法定監督義務者と同一の責任
を負い、Y は、これに該当するとした。
　免責の立証に関しては、Y は A と同居しているが、A の再退院時に、
統合失調症の再発を指摘されるとともに、服薬管理の指示を受けてお
り、事件 6 日前に、A の症状が相当悪化して常軌を逸した行動（下着 1
枚で奇声を発しながら塀を上を歩く）を示すようになった時点で、Y は、
A を入院させるか、精神衛生法 23 条所定の保護申請の手続きを履践し
て町の適切な保護措置の発動を求めさえすれば、本件事故を未然に防止
しえたものであり、そのような措置をとることは、十分に可能かつ期待




















　3.2  最高裁昭和 58 年判決
　③　最高裁判所昭和 58 年 2 月 24 日 第一小法廷判決 12
　心神喪失の状況にあった A が、路上で、突然、X に襲いかかり、重










　Y ら（父親は当時 76 歳で、視力損失による一級の身体障害者、母親


















　3.3  精神保健福祉法平成 11 年改正以前
　④　東京地裁昭和 61 年 9 月 10 日判決 13
　統合失調症に罹患した A が、アパートの隣室の居住者である X を、
包丁で刺殺した事件について、X の両親が、A の両親である Y1、Y2 に
対して損害賠償の請求をなした。
　Y1 が所有する貸アパートの 1 階に Y らが、その 2 階に A が居住して
いた。A は、勤務先を退職直後から、妄覚現象が起こり始め、事件は、
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べき事情は認められず、仮に文化包丁を発見しても、そこから、A の行
動の危険性を予見すべきであったとはいえないことから、Y らが A の
行動に差し迫った危険性があると認識すべきであったとはいえないとし
た。
　⑤　仙台地裁平成 10 年 11 月 30 日判決 14
　A は、平成 8 年 7 月に、A がかつて勤務していた B 社の代表取締役の
X を刺殺した。これにより、A の父である Y に対して、X の妻子が損害
賠償を請求した。
　被告である父 Y は、平成 6 年 8 月に精神保健法 20 条の保護者に選任
されていた。




　判決では、精神保健法 20 条の保護者は、民法 714 条の監督義務者に
該当するとし、その理由として、精神保健法 22 条が、保護者の義務と
して、自傷他害の防止のために必要な監督をなすべき義務を定め、同法










　本件では、A が、退職後の平成 5 年 11 月に、突然 B 社を訪れ、X を
殴打して以降、度々、X への嫌がらせが行われ、その度に、A の家族に





われなくなり、A の家族は、平成 7 年 6 月に Y の五男（Y の履行補助者）
が甲病院へ相談に行ったのみであった。この平成 7 年 6 月の時点で、Y
らは、A が 6 ヶ月近く投薬等の治療を受けていないことを知悉していた
ことが窺われ、その後もさらに、被害妄想が悪化し、平成 7 年 12 月か、
遅くとも平成 8 年 3 月中旬の時点においては、Y には、A の治療や再入
院について、関係機関と相談・折衝し、具体的に検討すべき義務が生じ
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の免責事由での監督可能性との関係で判断されるといえる。
　3.4  精神保健福祉法平成 11 年改正以降
　⑥　長崎地裁佐世保支部平成 18 年 3 月 29 日判決 17
　統合失調症に罹患していた A が X を殺害した事件について、X の夫、


































常な様子でないことを、Y らは認識しており、Y らは、A の異常行動が
他者に向けられる可能性があり、その際には、他者に何らかの危害を及
ぼす可能性があることを予見していたか、十分予見することができたと
いえる。以上から、Y らは、民法 714 条の法定監督義務者又は代理監督
者に準じる地位にあるものとして監督義務を負うとした。





　⑦　名古屋地裁平成 23 年 2 月 28 日判決 18
　重度の知的障害を伴う自閉症である A により、床に突き飛ばされる
などの暴行を受け傷害を負った X の損害について、A と同居する父母
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性があることを予想することは困難である。そうすると、被告らが、A
の外出の際に付き添い等をして、保護監督する具体的必要性は認められ
ず、監督義務者に準じて民法 714 条 1 項または 2 項により損害賠償の請
求をすることはできないとした。
　⑧　名古屋地裁平成 27 年 4 月 8 日判決 19
　知的障害者施設に勤務する X が、通所していた知的障害者である A
の排泄介助を行おうとした際、急に不穏となった A から暴行をうけ負





































































施設の職員引渡し後は、Y らが A を監督することは事実上不可能であ
るといった事情等を主張して、民法 714 条の免責や、民法 709 条の過失
がなかったと主張すべきと考えられる。20
4　JR 東海事件
　本件は、旅客鉄道事業を営む X が、認知症に罹患した ､ 事故当時 91
歳の A が、X の駅構内の線路に立ち入り、列車に衝突して死亡した事
故により、列車が遅延するなどして損害を被ったとして、その賠償を、
第一審では、A の妻 Y1、A の長男の Y2、その他の A の子供 Y3 ～ Y5
に対し、そして、控訴審以降は、Y1 及び Y2 に、民法 709 条又は 714 条
に基づき、連帯してその賠償をなすことを求めたものである。
　A と Y1 は ､ 昭和 20 年に婚姻し、以後同居していた。両者の間には４
人の子がいるが、このうち、長男である Y2 及びその妻である B は、昭
和 57 年に A の自宅から横浜市に転居し、他の子らもいずれも独立して
いた。A 宅は、ＪＲ駅前に位置し、自宅部分と事務所部分から成り、自
宅玄関と事務所出入口を備えていた。
　平成 12 年 12 月頃から、A に認知症がうかがわれるようになり、平成
14 年 3 月頃、Y1、Y2、Ｂ及び Y3 は、今後の A の介護をどうするかを
話し合い、B が単身で横浜市から A 宅の近隣に転居し、Y1 による A の
介護を補助することを決めた。その後、B は、A 宅に毎日通って A の
介護をするようになり、A 宅に宿泊することもあった。Y2 は、横浜市
に居住していたが、本件事故直前の時期には 1 箇月に 3 回程度週末に A
宅を訪ね、また、B から A の状況について頻繁に報告を受けていた。
56
責任能力のない精神障害者の近親者の責任について
　平成 14 年 7 月、A の要介護認定の申請がなされ、A は、同年 8 月、
要介護状態区分のうち要介護１の認定を受け、同年 11 月、同区分が要
介護 2 に変更された。A が平成 14 年 10 月にはアルツハイマー型認知症
に罹患していたと診断され、福祉施設にも通うようになり、その頻度は、
本件事故当時は週 6 回になっていた。その後、病状が進行し、平成 19
年 2 月には、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難
さが頻繁にみられ、常に介護を必要とする状態で、場所の理解もできな
い状況から、要介護 4 の認定を受けた。そこで、Y1、Y2、Ｂ及び Y3 は、
今後の A の介護について話し合い、特別養護老人ホームへの入所も検
討したが、介護の専門家である Y3 が「特別養護老人ホームに入所させ
ると A の混乱は更に悪化する。A は家族の見守りがあれば自宅で過ご
す能力を十分に保持している。特別養護老人ホームは入居希望者が非常
に多いため入居までに少なくとも２，３年はかかる。」旨の意見を述べた
こともあって、A を引き続き A 宅で介護することに決めた。
　その一方、Y1 は、平成 18 年 1 月頃までに、左右下肢に麻ひ拘縮があ
り、起き上がり・歩行・立ち上がりはつかまれば可能であるなどの調査
結果に基づき、要介護１の認定を受けた。
　平成 17 年 8 月、平成 18 年 12 月と、A が徘徊し、保護されることがあっ
た後、Y2 は、Y1 が就寝中でも A が自宅玄関に近づいたことが分かる
ように、自宅玄関付近にセンサー付きチャイムを設置した。また、Y1、






　事故当日の平成 19 年 12 月７日の午後 4 時 30 分頃、A は、通ってい
た福祉施設の送迎車で帰宅し、その後、Ｂ及び Y1 と一緒に過ごしてい
たが、B が玄関で片付けをし、A と Y1 が事務所部分に 2 人きりになっ
ていたところ、Y1 がまどろんで目を閉じている隙に、A は、事務所部
分から 1 人で外出した。A は、自宅最寄りの駅から列車に乗り、北隣の
駅で降り、ホーム先端のフェンス扉を開けてホーム下に下り、Ｘが運行
57
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する列車に衝突し、死亡した。
　4.1  地裁判決 21





おいて、Y2 が、A の介護方針や介護体制を決定し、B を転居させて A
の介護に毎日従事させるとともに、A の状況について頻繁に報告を受け、
週末には A 宅を訪れるなどしていたことも、Y2 がそのような地位・立
場を引き継いだことの一環として理解することができる。以上から、本
件事故当時の被告 Y2 は、社会通念上、民法 714 条 1 項の法定監督義務










の他は単に B 及び Y1 に A の様子を見守らせておくというだけでは、常




















　「上記介護体制は、Y1 が一定の範囲で A の介護を行うことを期待し
て取り決められたものである上、Y1 自身も、自己に期待されていると









A は Y1 や B に声をかけることなく事務所出入口から外に出るなどして
いたこと、B は家事などのために A のいる部屋から離れることがあり、
そのようなときに A が外出したがることもあったことなどからすれば、
Y1 においては、日中の本件事務所などの外部に開放されている場所に






　4.2  高裁判決 22
　原審で責任が認められた Y1 及び Y2 に対してのみ控訴が行われた。
59
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当時、A は精神保健福祉法 5 条の精神障害者に該当し、Y1 は、同法 20
条 1 項、2 項 2 号により、A の配偶者として保護者の地位にあったとした。
　そのうえで、「夫婦は、 婚姻関係上の法的義務として、同居し、互い






精神保健福祉法上の保護者については、 「平成 11 年の同法改正によっ
て、従前存在していた保護者の自傷他害防止義務は削除されたが、 保護
者には、依然として、精神障害者に治療を受けさせ、及び精神障害者
の財産上の利益を保護しなければならず（同法 22 条 1 項）、 精神障害者
の診断が正しく行われるよう医師に協力し（同条 2 項）、また、 精神障
害者に医療を受けさせるに当たっては、 医師の指示に従わなければなら
ない（同条 3 項）との義務があるものとされているところ、 同法は、精
神障害者に後見人又は保佐人がない場合には、 配偶者が保護者となる旨











法 714 条 1 項の監督義務者に該当するものというべき」であり、「以上
のように解することは、 民法 714 条 1 項の監督義務者の損害賠償責任が、
家族共同体における家長の責任に由来するという沿革に齟齬するもので
はなく、 かえって、 配偶者は他方配偶者の相続財産に対して 2 分の 1 の
61
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法定相続分を有するものとされていること（民法 900 条 1 号）と相まっ
て、上記沿革に沿い、責任無能力者の加害行為によって生じた損害の被
害者を救済する制度としての同法 714 条の趣旨にも合致する」と述べる。
　したがって、A の配偶者である Y1 は、 重度の認知症を患って自立し
た生活を送ることができなくなった A に対する監督義務者の地位にあっ




















の精神障害者に該当する状態にあったが、Y2 は A の扶養義務者にすぎ
ないので、 精神保健福祉法 20 条 2 項により、家庭裁判所の選任行為を
待って初めて A の保護者となる（同項４号）ところ、A の保護者に選
任する裁判がなされたことはなく、Y2 は A の保護者の地位にもなかっ









断で他人の土地や建物に入り込んだことがなく、平成 18 年 12 月の徘徊
後において、外出時に、電車に乗ろうとしたり、自宅最寄駅方向に行こ











して、社会通念上、民法 714 条 1 項の法定監督義務者や同条 2 項の代理
監督者と同視し得る A の事実上の監督者であったとして、Y2 の責任を
認め、その他の者については、その該当性を否定した。


































714 条の責任が否定された Y1 について、民法 709 条を検討する際に引









　4.4  最高裁判決 27 






正前の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 22 条 1 項により精神
障害者に対する自傷他害防止監督義務が定められていた保護者や、平成

























神障害者と同居する配偶者であるからといって、その者が民法 714 条 1
項にいう「責任無能力者を監督する法定の義務を負う者」に当たるとす
65
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ることはできないというべきである。」
　以上により、「A の妻である Y1 は、本件事故当時 A の保護者でもあっ
たが（平成 25 年改正前の精神保健福祉法 20 条）、A を「監督する法定























た妻であり、Y2、B 及び Y3 の了解を得てＡの介護に当たっていたもの
の、本件事故当時 85 歳で左右下肢に麻ひ拘縮があり要介護１の認定を
受けており、A の介護もＢの補助を受けて行っていたことから、そし
て、Y2 については、A の長男であり、A の介護に関する話合いに加わ
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